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Canadian Manufacturers and Their Protectionist Movement 
in the Late Nineteenth Century
Jun Fukushi
Abstract
　This paper considers the development of Canadian manufacturing interests and manufacturers＇ protectionist 
movement in the late nineteenth century. As a case, it analyses manufacturers＇ views and activities in connection 
with the implementations of the Cayley Tariff of 1858, the Galt Tariff of 1859, and the National Policy tariff of 
1879.
　Not until the late 1850s did the protectionist movement start in Canada. This movement was led by Isaac 
Buchanan, who maintained that Canada should avoid importing industrial goods and instead develop its own 
manufacturing industry through protective tariffs. In advancing this argument, he proposed that Canada strive 
to become a ＇manufacturing colony＇ within the British Empire; he also established the Association for the 
Promotion of Canadian Industry (APCI). In April 1858, APCI held a meeting and submitted a petition for its 
protective tariff plan to William Cayley, Inspector General of the United Provinces of Canada. The proposed 
Cayley Tariff and Galt Tariff had two-tier structures, comprising lower tariffs for raw materials and higher tariffs 
for finished products. These proposed tariffs included protectionist factors that were also supported by APCI.
　It was after the Great Depression of 1873 that protectionism was raised again. Under the Depression, 
manufacturers＇ opinions became clearly divided between protectionism and reciprocity with the United States. 
In order to overcome the disagreement, members of the Executive Committee of the Manufacturers＇ Association 
of Ontario (MAO), the successor organisation to APCI, linked protectionism with nationalism and regarded the 
reciprocity as unpatriotic. This contributed to the unification of Canadian producers against the United States.
　MAO started to support the Conservative party after it added the implementation of protective tariffs to its 
platform in the late 1870s. W. H. Frazer, the secretary of MAO, established the Dominion National League 
(DNL), a support organisation for the Conservative that was funded by MAO. The Conservative won in the 
1878 general election through the supports of MAO and DNL, and implemented protective tariffs that were 
known as the ＇National Policy＇.
　In conclusion, Canadian manufacturers emphasised protecting the national economy against the United States 
through higher tariffs in the late nineteenth century. On the other hand, they did not intend to separate from the 
British Empire but rather fortify its economic development within it.
岡山大学経済学会雑誌 44（４），2013，21 〜 40
組織変革における阻害に関する既存研究の概観（後）
～要因・メカニズム・除去を対象にして～
松　　田　　陽　　一
目次
Ⅳ．除去
１．マクロ組織論的な議論
２．ミクロ組織論的な議論
３．社会心理学的な議論
４．コンサルタント的な議論
Ⅴ．むすび
１．要約
２．考察
３．課題
　本論説は，論説（前）に引き続き，科学研究費補助金基盤研究（C）「企業の組織変革行動における阻害要因に関する理論・
実証的研究（課題番号：23530472）」による補助を受けている。記して謝を申し上げる次第である。
Ⅳ. 除　　去
　以下では，組織変革における阻害の除去について諸議論を提示する14。マネジメント実践的には，
①具体的な除去方法（どのようにして取り除くのか），②除去の判断指標（どのような状況，あるいは
何を根拠にして除去したと判断できるのか）に関しての検討が必要である。
１. マクロ組織論的な議論
　生態学（ecology）の議論から適応，慣性が議論され，組織認識論の議論から行為の調整，意思決定
への影響，意味形成による事実認識，および主観性を基にした議論がある。
⑴桑田・田尾（1998）の議論
　桑田・田尾（1998）は，個体群生態学（population ecology. cf. Hannan and Freeman, 1977）モデルにおけ
る強い慣性の議論から，阻害の除去について次を提示している。彼らは，組織とその外部環境との関
係において，組織均衡状況下では，多くの利害関係者は影響力を行使せず，均衡がくずれると，逆に
均衡を構成していた要素が抵抗要因に変わり，組織と外部環境との整合性も抵抗要因に変わることを
提示している（307−314頁）。そして，彼らは，組織には強い慣性が作用していることを前提に，変化で
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きないということは，環境適応のために自身を変化させる組織能力が低いことを提示している。ここ
で慣性が強いということは組織内部，および外部環境から組織の変化に対して制約（内的制約：埋没
コスト，利用情報の制約，政治的制約，歴史伝統の制約。外的制約：参入・退出に伴う法的・財務的
制約，外部からの正当性要求の制約）が課されることを指している。これらの組織を組織群ととらえ，
その個体群の変化を自然淘汰モデル（natural selection model）によって説明しており，そこでは，①変
異（variation）→②選択・淘汰（selection）→③保持（retention）の３段階が提示されている。そして，その
変化を促進するには，変異段階におけるルース（loose）な結合，人の異動，エージェントによる学習，
選択・淘汰段階におけるニッチ（niche）を見出すこと，競争と政治的権力の存在，および保持段階に
おける官僚制の低減，社会化とコミットメントの強化を提示している（104−117頁）。
⑵高橋（2010）
　高橋（2010）は，加護野と同様な組織認識論の議論から阻害の除去について，４者の議論を基にした
次を提示している。
①Barnard（1938）の議論：行為の調整という議論から，コミュニケーションによって従業員の組織へ
の貢献意欲を維持し，彼・彼女らの協働体系の運営に内在している最も困難な問題に対処できる。す
なわち下位層の従業員に組織の一般目的である重要決定を浸透させ，常に結束を保ち，細部決定を同
一方向に同調させることによって，組織に上下一貫した調整を施すこと（邦訳243頁）が可能になること
を提示している（８頁）。
②Simon（1957）の議論：管理の遂行という議論から，組織にとって有利な決定をするような態度・習慣・
心的状態を従業員自身に生起させ，組織内の決定を従業員に課すこと（邦訳14頁）が鍵になる。そのた
めには，オーソリティ（authority），忠誠心，能率性の基準，助言と情報，教育・訓練等による影響（力）
を行使することで組織ヒエラルキ （ーhierarchy）に基づく上位階層の決定を下位階層に普及・理解させ
ることが可能になり，よって彼・彼女らの意思決定前提に影響を及ぼすことが可能になることを提示
している（11頁）。
③Weick（1995）の議論：組織は，ルーティンを相互に結びつける集主観性，解釈を互いに強化する間
主観性，そしてこれら２つの主観性間を往復運動する継続的コミュニケーションという手段によって
結びつけられた社会構造である（邦訳225頁）という議論から，この運動を円滑に進めるように操作（マ
ネジメント）することによって，従業員の行動へ影響を及ぼすことが可能になることを提示している
（30頁）。
④稲垣（2002）の議論：Lawrence and Lorsch（1967）への批判15（邦訳158−159頁）の議論から，コンティンジェ
ンシー理論（contingency theory）が主張する事実とは人間による注目や解釈，あるいは意味形成によっ
て創出された事実であり（邦訳160−161頁），この事実を操作することによって従業員の行動へ影響を及
ぼすことが可能になることを提示している（21頁）。
　また，高橋（2010）は，既存の議論から行為の調整，管理の遂行，２つの主観性，および事実操作を
図ることで，従業員に影響を与え，抵抗の除去につながることを提示している。
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２. ミクロ組織論的な議論
　後述する社会心理学のアイディアを応用し，参加と仕組みづくり，リーダーシップ，および組織文
化の変革を基にした議論がある。
⑴Nadler, et al.（1995）の議論
　Nadler, et al.（1995）は，阻害の除去について，「①変革への抵抗に対処するうえで最も重要なことは，
抵抗のタイプを明らかにして，これに適正な対処をすることである。②当初，心理的抵抗というのは
認識不足によるものであり，討議や学習，情報の提供の機会をつくることでかなり克服できる。しか
し，大多数の人々が納得してからも執拗に抵抗を続ける者もいる（p.50，邦訳62頁）」ことを提示している。
　そして具体的に次のような４つの除去方法を提示している。
①変革への動機づけをはかることである。そして，抵抗勢力に対抗するために，人々に建設的な行動
を起こさせる戦略構築が必要である。人々は「この変革は自分にとってどういう意味があるのか」とか
「自分はいったいどうなるのか」と考える。これは人々が組織変革から連想される不安に直面している
ことの表れである。よって，上級管理者は，そうした人々の不安を軽減させ，人々に建設的な行動を
とらせるように動機づけをすることが重要になる。そのためにはさまざまな措置が考えられる。例え
ば，多くの人々が求めている情報を提供すること，当事者意識を築くこと，必要とされる行動をとっ
た場合の報奨を明確にすること，人々が不安を抱くのは当然のことと認めてそれに対する措置をとる
ことである。そして，最初にとるべき措置は，現状への不満を表に出させて明らかにすることである。
次に，変革への可能性を探る意欲をかきたてることである。
②組織変革の立案と実施に参加させることである。この参加に関して多くの議論に共通していること
は，変革への参加が感動を誘い，抵抗を和らげ，自分たちのものだという使命感を醸成させ，人々
を変革に向ける要因になる，ということである（cf. Coch and French, 1948；Vroom, 1964；Kotter and 
Schlesinger, 1979）。また，参加させることによって，どのような変化がもたらされ，なぜ変化が必要
かといったことも人々に伝わりやすくなるのである（p.51，邦訳63頁）。
③変革期から将来にわたって望ましい行為を奨励する報奨制度を組み込むことである。人は誰でも報
奨を受けたいという行動をとろうとする。よって，変革期，および将来にわたって公式・非公式の報
奨制度を明確にし，必要とされる行動と結びつけなければならない（p.62，邦訳66頁）。
④人々に現状から離脱するための時間と機会を与えることである。古いシステムやなじんでいるやり
方に惜別の思いを抱かせる時間が必要である。失うものへの思いを処理するには時間がかかることを
考慮に入れるべきである（p.64，邦訳67頁）16。
⑵Burke, et al.（2000）の議論
　Burke, et al.（2000）は，ケース分析から阻害の除去について，「変革すべき課題は各ケースで異なっ
ている。しかし，すべてを貫く共通したテーマがある。それは，①リーダーは学習者でなくてはなら
ないこと，また，②組織変革を急ぐ必要性を従業員に伝える重要性やそれを率先して支持するように
内部の方向付けを醸成する重要性である（pp.ⅩⅤ−ⅩⅥ，邦訳序文Ⅹ−Ⅺ頁）」17ことを提示している。
　そして，具体的なケース分析から次のことを提示している。
①Marshall, E.（Royal Dutch Shell Africa CEO）のケースでは，予見可能性の提供を提示し，「どのような
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組織でも，組織変革に関して管理職が首尾一貫した説明ができ，話すことに矛盾がないことを人々に
分からせる必要がある。よって，組織変革をマネジメントするリーダーが組織に寄与できる最大の貢
献とは，予見可能性を提供することである（p.49，邦訳67頁）」ことを提示している。
②Bauman, R.（The Smithkline Beecham CEO）のケースでは，機会提供と所有意識を提示し，「どのよう
な組織でも組織変革を遂行する場合，全員が従うというわけではありません。正しい道筋ではないと
考えて，抵抗する人もいますし，ただ単に変革をいやがる人もいます。私たちの場合，より若い中間
管理者レベルよりは上級管理者レベルの方が，抵抗は大きかったのです。若い管理者たちは，変革が
もたらす機会を歓迎しました。しかし，積極的に抵抗する人にも，彼・彼女らがとくに組織にとって
障害物になっていることがはっきりと分かるまでは，一緒に進むためのあらゆる機会を与えなくて
はならないと気づきました（pp.62−63，邦訳86−87頁）」，および「積極的な関与や一致協力を引き出すには，
一緒になってひとつのことをやるに限るというのが私の信念です。人は一緒に行った努力に対しては，
同じ所有意識を抱くものです（p.67，邦訳95頁）」ということを提示している。
③Henderson, B（CEO and Postmaster General, U. S. Post Service）のケースでは，仕組みづくりと業績向上
を提示し，「新たな作業方法を推進するためにインセンティブや業績評価プロセスを効果的に利用し
ている。それと等しく重要なことは，全体の業績を上げる途上での「小さな勝利」を表彰する手段をわ
ざわざ講じていることである。また，パワフルな変革リーダーなら誰もが知っているように，褒賞
というものは，組織変革への勢い，そして社員の参加意識をつくるというきわめて重要な方法である
（pp.137−138，邦訳208−209頁）」ことを提示している。
　なお，Burke（2002）では，参加（巻込によるコミットメントの向上）を提示している（pp.92−97）。
⑶今口（2006）の議論
　今口（2006）は，阻害の除去について，Lewin（1947）のモデル，およびSchein（1980）の議論から，組
織文化の変革の議論による推進（予防）あるいは除去の方法を提示している。これは，組織変革を円滑
に推進するために予防・予知的に考慮されるべき点である。具体的には，「解凍段階では，現在の行
動や態度を否定するモティベーションを創り出す必要がある。そのために①苦痛あるいは不快感を契
機として現在の行動や態度が望ましいものでないことを見出す必要がある，②変化しなければならな
いという意識や不安を生じさせるような必要がある，③変化に対する障壁や脅威を減少させることに
よって心理的な安心感を創り出す必要がある。次の移行段階では，①模範的役割というロール・モデ
ルの考え方を理解し，そのモデルと同一視することによって新しい行動や態度を学習するメカニズム
を構築すること，あるいは②新しい情報や概念を獲得するために環境精査を行う必要がある。最後の
再凍結段階では，①新しい行動や態度が自己のパーソナリティと合致・統合しているかどうか，確認
する機会をもつ，②新しい行動や態度を重要と考える他人が受け入れ，認めてくれる機会をもつ（121
−128頁）」ことを提示している。
⑷その他の議論
　Cameron and Quinn（2006）は，阻害の除去について，組織文化の変革の議論から，①将来の状態を
明確に提示する，②変化しないことの損失を明確に提示する，③現状の水準と将来的に要求される水
準との差異を提示する，④変化を進めるために必要とされる資源を提供する，⑤要求される変化に見
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もたらす機会を歓迎しました。しかし，積極的に抵抗する人にも，彼・彼女らがとくに組織にとって
障害物になっていることがはっきりと分かるまでは，一緒に進むためのあらゆる機会を与えなくて
はならないと気づきました（pp.62−63，邦訳86−87頁）」，および「積極的な関与や一致協力を引き出すには，
一緒になってひとつのことをやるに限るというのが私の信念です。人は一緒に行った努力に対しては，
同じ所有意識を抱くものです（p.67，邦訳95頁）」ということを提示している。
③Henderson, B（CEO and Postmaster General, U. S. Post Service）のケースでは，仕組みづくりと業績向上
を提示し，「新たな作業方法を推進するためにインセンティブや業績評価プロセスを効果的に利用し
ている。それと等しく重要なことは，全体の業績を上げる途上での「小さな勝利」を表彰する手段をわ
ざわざ講じていることである。また，パワフルな変革リーダーなら誰もが知っているように，褒賞
というものは，組織変革への勢い，そして社員の参加意識をつくるというきわめて重要な方法である
（pp.137−138，邦訳208−209頁）」ことを提示している。
　なお，Burke（2002）では，参加（巻込によるコミットメントの向上）を提示している（pp.92−97）。
⑶今口（2006）の議論
　今口（2006）は，阻害の除去について，Lewin（1947）のモデル，およびSchein（1980）の議論から，組
織文化の変革の議論による推進（予防）あるいは除去の方法を提示している。これは，組織変革を円滑
に推進するために予防・予知的に考慮されるべき点である。具体的には，「解凍段階では，現在の行
動や態度を否定するモティベーションを創り出す必要がある。そのために①苦痛あるいは不快感を契
機として現在の行動や態度が望ましいものでないことを見出す必要がある，②変化しなければならな
いという意識や不安を生じさせるような必要がある，③変化に対する障壁や脅威を減少させることに
よって心理的な安心感を創り出す必要がある。次の移行段階では，①模範的役割というロール・モデ
ルの考え方を理解し，そのモデルと同一視することによって新しい行動や態度を学習するメカニズム
を構築すること，あるいは②新しい情報や概念を獲得するために環境精査を行う必要がある。最後の
再凍結段階では，①新しい行動や態度が自己のパーソナリティと合致・統合しているかどうか，確認
する機会をもつ，②新しい行動や態度を重要と考える他人が受け入れ，認めてくれる機会をもつ（121
−128頁）」ことを提示している。
⑷その他の議論
　Cameron and Quinn（2006）は，阻害の除去について，組織文化の変革の議論から，①将来の状態を
明確に提示する，②変化しないことの損失を明確に提示する，③現状の水準と将来的に要求される水
準との差異を提示する，④変化を進めるために必要とされる資源を提供する，⑤要求される変化に見
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合う報酬を提供することを提示している（p.99）。
　Alvesson and Sveningsson（2008）は，阻害の除去について，広く計画に参加させ，情報提供や新しい
試みを奨励することで人々の半信半疑が減少することを提示している。なお，彼らは，抵抗は必ずし
も変革に対して直接的に反対するものではなく，それは，人々が時々新しい考えや達成目標を混在し
ているからであることも提示している（p.32）。
３. 社会心理学的な議論
　抵抗の克服・解消・治癒という議論から，集団と参加，（心理学における）臨床的な応用，および説
得を基にした議論がある。
⑴Coch and French（1948）の議論
　Coch and French（1948）は，阻害の除去について，力と集団の議論から次のように提示している。具
体的には，「変化に対する抵抗の中には，欲求不満に由来する個人的な反応と集団が引き起こす強い
力とが一緒になって働いているという仮説に立てば，変化に対する抵抗を克服する最良の方法は集団
を用いる方法であろうと考えられた。集団を３種類（①変更計画の立案に誰も参加しない，②代表者
だけ参加する，③全員参加する）に分けて実験を行った（pp.520−532，邦訳392−407頁）。上述の第①実験で
は，回復のペースは参加の量と正比例する（例：参加が増えれば，回復のペースは上がる）。同じく第
②実験では，回復のペースは代表者の適性や人格的要因よりもむしろ実験操作によって生じる（例：
同一人が，参加と不参加で異なる結果を生じた例が多かった）（pp.524−532，邦訳397−407頁）。同じく第③
実験が，回復のペースは一番早い。…生産を下げる方向に作用する力のうち，主なものは，①仕事の
むずかしさから生じる力，②緊張回避から生じる力，③生産を一定の水準に抑えようとする集団標準
から生じる力である（p.526，邦訳400頁）。…仮説６：誘発された力の受容は，同方向に作用する固有の
力をつくり出す。…仮説７：誘発された力の拒絶は，反対方向に作用する固有の力をつくり出す（pp.531
−532，邦訳403頁）。…結論として，仕儀の仕方を変更したり，それに伴って作業単位を改める際に生じ
る集団的な抵抗を大幅に緩和したり，あるいは完全に除去したりすることは経営者層にとっては可能
である。そして，このような変更は，集団会合を開き，そこで経営層が変更の必要になった理由をよ
く説明し，集団に変更計画の立案をさせてみることで達成できる（p.531，邦訳406頁）」ことを提示してい
る。
⑵古川（1990）の議論
　古川（1990）は，阻害の除去について，集団変動を促進するプロセスの議論（主成員の交代）から次を
提示している。具体的には，「集団成員が交代していくことで，既存の規範の受容は促進される。集
団内に発生した規範が，持続的に成員に影響力を及ぼし得るためには，a）すべての成員が例外なくそ
の規範に同調し，b）その結果として集団の目標が達成され，そして，c）同調に対してはリーダーや同
僚からの承認などの報酬が，逆に非同調（逸脱）に対しては心理的制裁や罰が，それぞれ与えられると
いう３つの条件が満たされ続けなくてはならない。これに基づくと，①旧来の報酬と罰の体系は，新
しい価値観や意見をもつ成員の多くにはそれほど重要とは認知されず，彼・彼女らの同調行動を必ず
しも引き出すことはできない。よって，規範は変更を余儀なくされ，集団は変動していく。②成員の
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交代の中でも，リーダーの交代は集団変動を促進する上で大きな効果をもつことが多い。…③集団成
員の交代によって，集団内コミュニケーション・ネットワークの構造，およびそれを通って流れる情
報の質（内容）が更新されるきっかけとなる。これもまた集団規範の変容，すなわち集団変動を促進さ
せる（148−159頁：第４節）」18ことを提示している。
　また，古川（2003）では，阻害の除去について，心理的抵抗を緩和するための方策の議論から，「①
一定期間の準備段階や助走段階を設けること（変革の必要性の理解と浸透，取組む主体性や自律性の
醸成と確認，効果的方略の案出とメンタルリハーサル，気運盛り上げ），②下準備を周到にした上で，
全員参加のミーティングを効率よく開催する，③議論や検討を前向きに行う（144−145頁）」ことを提示
している。
⑶小林編（2004）の議論
　小林編（2004）は，阻害（抵抗）の除去について，反対充当（抵抗の意識化）の議論から次のように提示
している。具体的には，「①変化させようとする力に対して変化させまいとする力，②電流（流体）の
通過を拒もうとする性質，③権力・道徳・社会・文化に従うまいとはむかうこと，④人間の尊厳を守
る戦い，⑤夢解釈や連想を介して患者の無意識に到達しようとするのを妨げる言動・態度。Freudは
夢から無意識を発見する過程で「抵抗」という言葉を用いた。…神経症患者は，苦痛である症状を取り
除こうとしてくれる医者に対して，執拗かつ強力な抵抗をみせる。それは，患者自身はこれが抵抗だ
とは気づかないが，患者の無意識にとっては，病気のままでいる方が有利なので精一杯反抗するから
である。患者にとってつらくて新たな題材を意識させようとすれば，患者は極度に批判的になる。…
どのようにしてこの抵抗を取り除くのか。抵抗は不道徳な行動を抑圧するためにわきあがった反対充
当によって作られる。この抵抗は，無意識に属さず，自我に属している。だから解釈し，推測して患
者に知らせれば，患者の自我が，これは抵抗だと認識し，反対充当は引っ込む。このように，抵抗を
発見し克服して抑圧を取り除けば，無意識を意識に変えることができ，症状も消える19（473−475頁）」こ
とを提示している。
⑷上野（2012）の議論
　上野（2012）は，阻害の除去（抵抗の低減）について，説得（機会表明や事前保証）の議論から次のこと
を提示している。具体的には，「説得への抵抗の低減：一方的な説得や押しつけがましい説得は反発
を招き，反対に相手（受け手）の立場や意見を尊重した説得は肯定的な反応を引き出しやすい。一方的
に説得するよりも受け手に何らかの意見や考えを表明する機会のある場合の方が，説得への抵抗や反
発は少ないであろう。つまり，受け手に意見表明の機会があるか否かは，説得への抵抗を緩和する条
件になりうると考えられる。…受け手の態度の自由が事前に保証されると，説得への抵抗やリアクタ
ンスは緩和されることがある（Snyder and Wicklund, 1976）。…意見表明による抵抗の低減プロセスと
して，意見表明→知覚された脅威の低減→リアクタンス喚起の抑制・軽減→否定的感情や思考の抑制
→抵抗の緩和または説得の受容，というプロセスがあること，あるいは意見表明が否定的な感情や思
考を緩和する一種のカタルシス（katharsis）効果を有する（第５節：166−167頁）」ことを提示している。
⑸その他の議論
　岩井（1975）は，阻害の除去について，三菱長崎造船所における集団決定法やアクション・リサーチ
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交代の中でも，リーダーの交代は集団変動を促進する上で大きな効果をもつことが多い。…③集団成
員の交代によって，集団内コミュニケーション・ネットワークの構造，およびそれを通って流れる情
報の質（内容）が更新されるきっかけとなる。これもまた集団規範の変容，すなわち集団変動を促進さ
せる（148−159頁：第４節）」18ことを提示している。
　また，古川（2003）では，阻害の除去について，心理的抵抗を緩和するための方策の議論から，「①
一定期間の準備段階や助走段階を設けること（変革の必要性の理解と浸透，取組む主体性や自律性の
醸成と確認，効果的方略の案出とメンタルリハーサル，気運盛り上げ），②下準備を周到にした上で，
全員参加のミーティングを効率よく開催する，③議論や検討を前向きに行う（144−145頁）」ことを提示
している。
⑶小林編（2004）の議論
　小林編（2004）は，阻害（抵抗）の除去について，反対充当（抵抗の意識化）の議論から次のように提示
している。具体的には，「①変化させようとする力に対して変化させまいとする力，②電流（流体）の
通過を拒もうとする性質，③権力・道徳・社会・文化に従うまいとはむかうこと，④人間の尊厳を守
る戦い，⑤夢解釈や連想を介して患者の無意識に到達しようとするのを妨げる言動・態度。Freudは
夢から無意識を発見する過程で「抵抗」という言葉を用いた。…神経症患者は，苦痛である症状を取り
除こうとしてくれる医者に対して，執拗かつ強力な抵抗をみせる。それは，患者自身はこれが抵抗だ
とは気づかないが，患者の無意識にとっては，病気のままでいる方が有利なので精一杯反抗するから
である。患者にとってつらくて新たな題材を意識させようとすれば，患者は極度に批判的になる。…
どのようにしてこの抵抗を取り除くのか。抵抗は不道徳な行動を抑圧するためにわきあがった反対充
当によって作られる。この抵抗は，無意識に属さず，自我に属している。だから解釈し，推測して患
者に知らせれば，患者の自我が，これは抵抗だと認識し，反対充当は引っ込む。このように，抵抗を
発見し克服して抑圧を取り除けば，無意識を意識に変えることができ，症状も消える19（473−475頁）」こ
とを提示している。
⑷上野（2012）の議論
　上野（2012）は，阻害の除去（抵抗の低減）について，説得（機会表明や事前保証）の議論から次のこと
を提示している。具体的には，「説得への抵抗の低減：一方的な説得や押しつけがましい説得は反発
を招き，反対に相手（受け手）の立場や意見を尊重した説得は肯定的な反応を引き出しやすい。一方的
に説得するよりも受け手に何らかの意見や考えを表明する機会のある場合の方が，説得への抵抗や反
発は少ないであろう。つまり，受け手に意見表明の機会があるか否かは，説得への抵抗を緩和する条
件になりうると考えられる。…受け手の態度の自由が事前に保証されると，説得への抵抗やリアクタ
ンスは緩和されることがある（Snyder and Wicklund, 1976）。…意見表明による抵抗の低減プロセスと
して，意見表明→知覚された脅威の低減→リアクタンス喚起の抑制・軽減→否定的感情や思考の抑制
→抵抗の緩和または説得の受容，というプロセスがあること，あるいは意見表明が否定的な感情や思
考を緩和する一種のカタルシス（katharsis）効果を有する（第５節：166−167頁）」ことを提示している。
⑸その他の議論
　岩井（1975）は，阻害の除去について，三菱長崎造船所における集団決定法やアクション・リサーチ
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（action research）による全員参画の事例を提示している（99−144頁）。
　Maurer（2006）は，抵抗の３段階（第１段階：情報不足から生じる不一致，第２段階：変化に対する
感情的な反応，第３段階：信用不足と不信感）について，①ケースの比較分析を提示し，変革の必要
性を訴える，②変革をともかく開始する，③コミットメントを維持する，④振り返るという４つの大
きな対処法を提示している（p.128のtable7.1参照）。
４. コンサルタント的な議論
　上述の議論をふまえ，豊富なコンサルタント経験を基にした多様で実践的な議論がある。しかし，
その内容が異なることはそれほど多くない。
⑴Tushman and O＇Reilly（1997）の議論
　Tushman and O＇Reilly（1997）は，阻害の除去について，「参画とコミットメントによって文化を形成
する（p.132，邦訳161頁）」を提示している。また，「組織変革のマネジメントの研究から明らかにされた
ことがあるとすれば，従業員を参画させることで，変革を自分たちの手でやるのだという意識と興奮
が高まり，変革への個人的な抵抗が減る」ことを提示し，組織変革の物語として，Xerox，GE，Phlips
の事例を，また，Jack Welchの「生産性を高めるには，従業員を参画させ，コミットメントしてもらう
に限る」という言葉を提示している（pp.200−201，邦訳244−245頁）。
⑵Nadler（1998）の議論
　Nadler（1998）は，阻害の除去（方法）について，12段階の対策ステップとして，「a）組織変革の政治
的な動きを形成する必要性として，①カギを握るパワー・グループの支持を築く，②リーダーの行動
を支援の拡大に活用する，③シンボルと言葉を意図的に活用する，④変革を加えない安定した部分を
明確にするがある。次に，b）組織変革への意欲をかきたてる必要性として，⑤現状に対する不満を表
面化する，⑥変革の立案と実行への参加体制を築く，⑦変革を支持する行動に報いる，⑧人びとに過
去から離別する時間と機会を与えるがある。最後に，c）変革の管理をする必要性として，⑨明確な将
来像を描いて，組織内に伝える，⑩複数のテコ入れポイントを利用する，⑪変革期の管理システムを
設ける，⑫フィード・バック情報を収集・分析するがある（pp.92−108，邦訳114−134頁）」ことを提示している。
⑶Taffinder（1998）の議論 
　Taffinder（1998）は，阻害の除去について，幅広く人々を組織変革に巻き込み，抵抗を効果的に活用
するようにしなければならないとして，以下のように提示している。具体的には，「最初，人々は変革
について攻撃を受けているような感じになるが，正面から論理的にコンフリクトする対話を増やして
いくと感情的なコンフリクトは減少する。共通のゴールや価値や規範などを表面化させ，皆で一緒に
働きたくなるような状態を作り上げていくことで理解や認識は深まる。よって，一方通行ではない目
標設定とコミュニケーションが必要である。ここで着目すべきことは，①オピニオンリーダーの一貫
したコミュニケーションにより，マネジャーたちは最適単位で議論する集団を構成することができる
ようになる，②これによるコミットメントの構築は，議論しやすいグループ単位で行われる（換言すれ
ば，コミットメントは意見の分裂，相違点の衝突，批判などのコンフリクトなしには生まれない）（pp.248
−249，邦訳289−290頁）」ことを提示している。
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　ただし，「①抵抗のない組織変革は，期待以下の場合もあり，鬱積した不満や批判に火がついたり，
無力感を増長させたりして，効果なしという場合もある。また，②一般的にいわれる「参加」という形
では，スムーズな相互対話を求めるがゆえに抵抗の抑圧につながったり，マネジメント（層）が従業員
に意見を求めようとするものの批判やディベートを排除することになったり，さらに悪い結果を生む
（p.249，邦訳290頁）」ことを併せて提示している。
⑷Kotter（1996・2008）の議論
　Kotter（1996）は，阻害の除去方法（円滑な推進方法）について，次のように提示している。具体的には，
「①従業員の現状満足を容認する，危機意識を生み出させ，人材の危機意識を高める，危機状況が果
たす役割を明確にする（どれだけの危機意識があれば十分なのか）（chap.3，邦訳第３章），②組織変革の推
進のための連帯を築いて（不毛の変革に取り組む，チームの活動に意を注ぐ）変革を導く連帯チームを
生み出し，相互信頼と目標の共有で効果的なチームを築き，変革を実現する（chap.4，邦訳第４章），③ビ
ジョンの重要性を評価（ビジョンはなぜ不可欠なのか）し，将来の姿を明確に示し，経営戦略の実現可
能性を訴える（chap.5，邦訳第５章），④ビジョンを明確に記述（比喩，たとえ，実例の活用）し，各種のコミュ
ニケーション形式を活用する（何度も繰り返しコミュニケートする，歩きながらビジョンを伝える，
あるいは模範を示す，十分に耳を傾け，十分に説明する）（chap.6，邦訳第６章），⑤新しいビジョンに立
ちはだかる障害の発生を許さないように，従業員の自発を促し，構造的障害を取り除く，そのために
必要な訓練を提供し，各種のシステムをビジョンに統合し，問題のあるボスと対決する（chap.7，邦訳第
７章），⑥短期的な成果をあげることを怠らない（意図的に短期間に成果を出す，ただし，短期的成果
は見せかけの成果であってはならない）（chap.8，邦訳第８章），⑦早急に勝利を宣言し，その成果を活か
してさらに組織変革を進め（反対勢力はつねに地盤回復を狙っており，また，相互依存関係から生じ
る問題も生じる），密接に関連し合ったやっかいなシステムの修正と無意味な相互依存性を排除する
ことが長いみちのりには必要である（chap.9，邦訳第９章），⑧組織変革を企業文化に定着させることを怠
らず，また企業文化の大きな影響力は新しい実践を旧来の文化に接ぎ木する（旧来の文化を切り換え
る）機能がある（chap.10，邦訳第10章）」ことを提示しており，そしてまとめとして，①つねに危機意識を
もつ，②上層部のチームワークやビジョンを生み，それを広く伝えられる人材，従業員全員をエンパ
ワーする，③短期的業績の達成とマネジメント機能の委譲，④不必要な相互依存性を排除する，⑤適
応性の高い企業文化の醸成・定着が重要である（chap.11，邦訳第11章）」ことを提示している20。
⑸その他の議論
　Hayes（2002）は，阻害の除去（方法）について，Kotter and Schlensinger（1979）を基にした議論から，
①教育と説得，②参加と巻き込み，③助成と支持（援助），④交渉と調和，⑤巧みな操作と反対者の吸
収，⑥指導と明白で絶対的な威圧への信頼構築を提示している（pp.140−142）。
Ⅴ. む　す　び
１. 要約
　本論説では，組織変革における阻害に関する要因・メカニズム・除去を対象とし，既存研究を概観
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　ただし，「①抵抗のない組織変革は，期待以下の場合もあり，鬱積した不満や批判に火がついたり，
無力感を増長させたりして，効果なしという場合もある。また，②一般的にいわれる「参加」という形
では，スムーズな相互対話を求めるがゆえに抵抗の抑圧につながったり，マネジメント（層）が従業員
に意見を求めようとするものの批判やディベートを排除することになったり，さらに悪い結果を生む
（p.249，邦訳290頁）」ことを併せて提示している。
⑷Kotter（1996・2008）の議論
　Kotter（1996）は，阻害の除去方法（円滑な推進方法）について，次のように提示している。具体的には，
「①従業員の現状満足を容認する，危機意識を生み出させ，人材の危機意識を高める，危機状況が果
たす役割を明確にする（どれだけの危機意識があれば十分なのか）（chap.3，邦訳第３章），②組織変革の推
進のための連帯を築いて（不毛の変革に取り組む，チームの活動に意を注ぐ）変革を導く連帯チームを
生み出し，相互信頼と目標の共有で効果的なチームを築き，変革を実現する（chap.4，邦訳第４章），③ビ
ジョンの重要性を評価（ビジョンはなぜ不可欠なのか）し，将来の姿を明確に示し，経営戦略の実現可
能性を訴える（chap.5，邦訳第５章），④ビジョンを明確に記述（比喩，たとえ，実例の活用）し，各種のコミュ
ニケーション形式を活用する（何度も繰り返しコミュニケートする，歩きながらビジョンを伝える，
あるいは模範を示す，十分に耳を傾け，十分に説明する）（chap.6，邦訳第６章），⑤新しいビジョンに立
ちはだかる障害の発生を許さないように，従業員の自発を促し，構造的障害を取り除く，そのために
必要な訓練を提供し，各種のシステムをビジョンに統合し，問題のあるボスと対決する（chap.7，邦訳第
７章），⑥短期的な成果をあげることを怠らない（意図的に短期間に成果を出す，ただし，短期的成果
は見せかけの成果であってはならない）（chap.8，邦訳第８章），⑦早急に勝利を宣言し，その成果を活か
してさらに組織変革を進め（反対勢力はつねに地盤回復を狙っており，また，相互依存関係から生じ
る問題も生じる），密接に関連し合ったやっかいなシステムの修正と無意味な相互依存性を排除する
ことが長いみちのりには必要である（chap.9，邦訳第９章），⑧組織変革を企業文化に定着させることを怠
らず，また企業文化の大きな影響力は新しい実践を旧来の文化に接ぎ木する（旧来の文化を切り換え
る）機能がある（chap.10，邦訳第10章）」ことを提示しており，そしてまとめとして，①つねに危機意識を
もつ，②上層部のチームワークやビジョンを生み，それを広く伝えられる人材，従業員全員をエンパ
ワーする，③短期的業績の達成とマネジメント機能の委譲，④不必要な相互依存性を排除する，⑤適
応性の高い企業文化の醸成・定着が重要である（chap.11，邦訳第11章）」ことを提示している20。
⑸その他の議論
　Hayes（2002）は，阻害の除去（方法）について，Kotter and Schlensinger（1979）を基にした議論から，
①教育と説得，②参加と巻き込み，③助成と支持（援助），④交渉と調和，⑤巧みな操作と反対者の吸
収，⑥指導と明白で絶対的な威圧への信頼構築を提示している（pp.140−142）。
Ⅴ. む　す　び
１. 要約
　本論説では，組織変革における阻害に関する要因・メカニズム・除去を対象とし，既存研究を概観
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した内容について提示した。具体的には，上述の３つのトピックスについて，それぞれマクロ組織論・
ミクロ組織論・社会心理学・コンサルタント的な議論から整理した内容を提示した。本論説の要約は，
以下のとおりである。
⑴組織変革における阻害の要因
①マクロ組織論的な議論から，加護野（1988）のパラダイム変革，高橋（2010）の協働行為の調整，意思
決定情報の流れ，客観的な認識の差異を提示した。
②ミクロ組織論的な議論から，Burke（1982）の損失の可能性，Tushman and O＇Reilly（1997）の失敗原因
としての５要因，Nadler（1998）の不安定・不確実性・ストレス・パワーと統制，宮入（2007）の信頼感・
マネジメントスタイル・活性度・自己自立度に関する要因，十川（1998）のビジョン創造と共有化，松
尾（1998）の政治権力闘争・信頼欠如・状況認識の差異・恐れを提示した。
③社会心理学的な議論から，主に抵抗に関連する知見を提示した。具体的には，古典的なCoch and 
French（1948）の不満と強い力，東他編（1973）の自我の不安・抑圧・防衛，中島他編（1999）の感情転移，
小此木他編（2002）の自我防衛，小林司編（2004）の５つの（自我・無意識）抵抗，氏原他編（2004）の10の
抵抗，上野（2012）の説得への抵抗とKnowles and Linn（2004）に基づくリアクタンス・不信・吟味・慣性，
海保・楠見監修（2006）の自我防衛機制を提示した。
④コンサルタント的な議論から，Kotter（1996・2010）の失敗原因と言動の８要因，Boyett and Boyett
（1998）の８の理由と36の言動，Senge, et al.（1999）の平衡的な制限作用による10の課題，Markham（1999）
の無意識プロセス下の７つの要因，Connor, et al.（2003）の３つの障壁を提示した。
⑵組織変革における阻害のメカニズム
①マクロ組織論的な議論から，加護野（1988）の組織慣性力（固執）とパラダイム変革（創造）による説明，
奥村（1978）統合的コンティンジェンシ ・ーモデルの情報レベルにおける不適合による説明を提示した。
②ミクロ組織論的な議論から，Burke（1982）の損失と強制への抵抗，松尾（1998）の認知プロセスにお
ける帰属理論・組織スキーマ・組織内コンフリクト，Maurer（2006）の組織開発論の抵抗発生の３段階，
Cameron and Quinn（2006）の組織文化変革上の抵抗，Alvesson and Sveningsson（2008）の５つの抵抗要因・
理由による説明を提示した。
③社会心理学的な議論から，Coch and French（1948）の推進・抑制力と欲求不満，Newcomb（1950）の
影響と均衡，Lippitt, et al.（1958）のグループ・ダイナミックスにおける変革力と抵抗力，Benne, et 
al.（1964）の学習による抵抗，Schein（1980）の変化マネジメントの失敗，古川（1990・2003）の集団・個
人変動における阻害発生，Harigopal（2006）の不一致・不調和による説明を提示した。
④コンサルタント的な議論から，Nadler, et al.（1998）の損失あるいは損害，Kotter（2010）利己主義・誤
解と不信感・受容性の低さ，Taffinder（1998）の危機と固執，Hayes（2002）の４つの抵抗理由，Connor, 
et al.（2003）の労働条件の変更による優越性の低下による説明を提示した。
⑶組織変革における阻害の除去
①マクロ組織論的な議論から，桑田・田尾（1998）の強い慣性の議論における外部環境適応と均衡と制
約，高橋（2010）の協働行為の調整・管理の遂行・２つの主観性・事実操作化による説明を提示した。
②ミクロ組織論的な議論から，Nadler, et al.（1995）の動機づけ立案と実施に参加・報奨制度の組込・
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時間と機会提供，Burke, et. al.（2000）のリーダーの学習と方向付け（予見可能性，機会提供と所有意識，
仕組みづくり），今口（2006）の組織文化の変革推進，Cameron and Quinn（2006）の組織文化変革の抵抗
除去，Alvesson and Sveningsson（2008）の参加・情報提供・新しい試みの奨励による説明を提示した。
③社会心理学的な議論から，Coch and French（1948）の集団・参加・仕事の設計，古川（1990）の交代・規範・
同調，同じ古川（2003）の理解と浸透・自律性の醸成と確認・下準備・全員参加，小林編（2004）の抵抗
の発見と抑圧の除去，上野（2012）の説得への抵抗軽減（リアクタンス喚起の抑制・軽減），岩井（1975）
の集団決定・全員参画（アクション・リサーチの応用），Maurer（2006）の４つの対処法による説明を提
示した。
④コンサルタント的な議論から，Tushman and O＇Reilly（1997）の参画とコミットメント，Nadler（1998）
の変革期管理の12段階ステップ，Taffinder（1998）の幅広い人々の巻込と抵抗の効果的な活用，Kotter
（1996）の８つのステップとKotter（2008）の危機意識の高揚・否定論者への対応，Hayes（2002）のマネ
ジャーの６つの対処法（教育と説得，参画と巻込，援助と促進，交渉と合意，操作と取込，直接的な
強制と間接的な強制），Burke（2002）の参加による説明を提示した。
２. 考察：何が議論できるのか
　上述したように，組織変革という組織現象の性質（時間がかかる，把握しにくい），その研究の発展
経過（質的，帰納的研究が多い），およびそのマネジメント実践上への強い関心からどうしても理論（と
くに中範囲理論）の開発は遅れているのが現状である。上述の概観した内容についてさらに議論すれ
ば，以下のようになるであろう。
　マクロ組織論的な議論は，抽象度はやや高すぎるが大まかな組織現象としての説明やその把握につ
いては適していると考えられる。また，マクロ組織論的な議論は組織の中の人々を直接的な対象とは
しないために，物理学メタファーの慣性と認識論の立場からパラダイム共有の議論による説明力が高
いと考えられている。今後は，さらに応用・操作性に留意した議論，つまりマクロレベルで現象を把
握できる，あるいは説明できる次元や概念構築が必要となるであろう。課題は，これらが，ミクロ組
織論とどのように関連し，コンサルタント的な議論にどのように発展していくのかということである。
さらに，本論説では，取り上げなかった制度，行為，構造を基にした議論も考慮する必要はあろう。
　ミクロ組織論的な議論は，社会心理学的な議論のアイディアを援用して，かなり具体的な議論が提
示されている。よって，組織の中の人々を直接的に対象とした議論の多いことが特徴的である。方向
性としては，組織変革の現象全般を説明できる中心的な議論として，今後期待され，蓄積の進むこと
が予想される。なお，ミクロ組織論はコンサルタント的な議論に豊富なアイディアを提供しているが，
それがマネジメント実践上でどの程度に有効なものか，不明な点はある。
　社会心理学的な議論は，あくまで個人（あるいは小集団）を対象とした臨床応用や治療をアイディア
の源泉にしたものが多く，組織現象への理論応用やメタファーとして直接的に使用する場合には，や
や注意をする必要がある。社会心理学は，個人臨床の知見から抵抗という人行動の現象説明に優れて
おり，それが基礎となって応用され，ミクロ組織論およびコンサルタント的な議論にアイディアを提
供しているという関係にある。ただし，繰り返しになるが実験結果や臨床の事例から導出された説明
－31－
松　田　陽　一206
時間と機会提供，Burke, et. al.（2000）のリーダーの学習と方向付け（予見可能性，機会提供と所有意識，
仕組みづくり），今口（2006）の組織文化の変革推進，Cameron and Quinn（2006）の組織文化変革の抵抗
除去，Alvesson and Sveningsson（2008）の参加・情報提供・新しい試みの奨励による説明を提示した。
③社会心理学的な議論から，Coch and French（1948）の集団・参加・仕事の設計，古川（1990）の交代・規範・
同調，同じ古川（2003）の理解と浸透・自律性の醸成と確認・下準備・全員参加，小林編（2004）の抵抗
の発見と抑圧の除去，上野（2012）の説得への抵抗軽減（リアクタンス喚起の抑制・軽減），岩井（1975）
の集団決定・全員参画（アクション・リサーチの応用），Maurer（2006）の４つの対処法による説明を提
示した。
④コンサルタント的な議論から，Tushman and O＇Reilly（1997）の参画とコミットメント，Nadler（1998）
の変革期管理の12段階ステップ，Taffinder（1998）の幅広い人々の巻込と抵抗の効果的な活用，Kotter
（1996）の８つのステップとKotter（2008）の危機意識の高揚・否定論者への対応，Hayes（2002）のマネ
ジャーの６つの対処法（教育と説得，参画と巻込，援助と促進，交渉と合意，操作と取込，直接的な
強制と間接的な強制），Burke（2002）の参加による説明を提示した。
２. 考察：何が議論できるのか
　上述したように，組織変革という組織現象の性質（時間がかかる，把握しにくい），その研究の発展
経過（質的，帰納的研究が多い），およびそのマネジメント実践上への強い関心からどうしても理論（と
くに中範囲理論）の開発は遅れているのが現状である。上述の概観した内容についてさらに議論すれ
ば，以下のようになるであろう。
　マクロ組織論的な議論は，抽象度はやや高すぎるが大まかな組織現象としての説明やその把握につ
いては適していると考えられる。また，マクロ組織論的な議論は組織の中の人々を直接的な対象とは
しないために，物理学メタファーの慣性と認識論の立場からパラダイム共有の議論による説明力が高
いと考えられている。今後は，さらに応用・操作性に留意した議論，つまりマクロレベルで現象を把
握できる，あるいは説明できる次元や概念構築が必要となるであろう。課題は，これらが，ミクロ組
織論とどのように関連し，コンサルタント的な議論にどのように発展していくのかということである。
さらに，本論説では，取り上げなかった制度，行為，構造を基にした議論も考慮する必要はあろう。
　ミクロ組織論的な議論は，社会心理学的な議論のアイディアを援用して，かなり具体的な議論が提
示されている。よって，組織の中の人々を直接的に対象とした議論の多いことが特徴的である。方向
性としては，組織変革の現象全般を説明できる中心的な議論として，今後期待され，蓄積の進むこと
が予想される。なお，ミクロ組織論はコンサルタント的な議論に豊富なアイディアを提供しているが，
それがマネジメント実践上でどの程度に有効なものか，不明な点はある。
　社会心理学的な議論は，あくまで個人（あるいは小集団）を対象とした臨床応用や治療をアイディア
の源泉にしたものが多く，組織現象への理論応用やメタファーとして直接的に使用する場合には，や
や注意をする必要がある。社会心理学は，個人臨床の知見から抵抗という人行動の現象説明に優れて
おり，それが基礎となって応用され，ミクロ組織論およびコンサルタント的な議論にアイディアを提
供しているという関係にある。ただし，繰り返しになるが実験結果や臨床の事例から導出された説明
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理論が多く，どの程度，関連づけて説明できるものか，今後の課題である。
　最後に，コンサルタント的な議論は，上述の３つの議論と関連する，あるいは逆に無関連・独立的
な議論がある。ここでの要点は，それらの議論の妥当・実践性，およびその効果性（測定，有効な測
定次元・指標の探索）である。概観した結果では，阻害現象についての発生メカニズムを単純に反省・
修正しているものが多く，その後，追跡・実証に言及し，提案モデル等の有効性について議論してい
るものはそれほど多くはない。
　以下では，本論説で取り上げた３つのテーマについて述べてみる。
⑴阻害の要因
　マクロ組織論的には，組織・集団レベルを対象にして，慣性，行為，情報の流れ・認識の差異の議
論がある。ミクロ組織論的には，人の意識や行動を対象にして，損失，ストレス，信頼，認知，学習
の議論がある。これらは，対象レベルの差異であり，ミクロ組織論が操作（測定）的にはより向上し，
具体的ではある。しかし，その一方で，これ以外の要因について，さらに多様なパースペクティブか
らの探索がそれほどなされているわけではない。よって，今後は既存の議論を深化させる方向を選択
するか，新規の議論を探索する方向を選択するかになる。社会心理学的には，抵抗，不安，防衛等の
議論がある。これは，実験や面接，臨床や治療から提示された議論が多く，直接的な援用やメタファー
化については慎重に考慮する必要がある。コンサルタント的には，失敗原因と言動要因，平衡的な制
限作用による課題，無意識プロセス下の要因，障壁の議論があるが，これらには要因と阻害生起の具
体的な理由・状況を混同している議論もある。これは，両者の接近（類似，近似）性というよりも，マ
ネジメント実践的な志向（理論より応用）が強いことに起因していることによると考えられる。ただし，
厳密な議論は，正確な組織現象の把握から始まるという議論からすれば，両者の明確な区別を図る議
論がそれこそ必要になってくる。
⑵阻害のメカニズム
　マクロ組織論的には，組織・集団レベルを対象にして，慣性（パラダイム変革）の議論がある。ミク
ロ組織論的には，人の意識や行動を対象にして，損失と強制，認知（スキーマ，コンフリクト），組織
文化変革の議論がある。これらも上述と同様に対象レベルの差異であり，ミクロ組織論が操作（測定）
的にはより向上し，具体的である。これ以外の議論はそれほど多くはない。社会心理学的には，推進
力と抑制力，影響と均衡等の議論がある。これは，実験や面接，臨床や治療から提示された議論が多
く，直接的な援用やメタファー化については慎重に考慮する必要がある。コンサルタント的には，損
害，危機と固執等の議論がある。
⑶阻害の除去
　マクロ組織論的には組織・集団レベルを対象にして，慣性，適応と均衡，制約，行為の調整等の議
論がある。ミクロ組織論的には，人の意識や行動を対象にして，参加，報奨制度，ビジョン等の議論
がある。これは，かなり具体的であり，議論も多い。これ以外の議論はそれほど多くはない。社会心
理学的には，参加，仕事の設計，交代，説得等の議論がある。これらは，実験や面接，臨床や治療，
事例研究から提示された議論が多く，かなり具体性を帯びている。コンサルタント的には，参加，コ
ミットメント，および詳細な除去方法のステップ等の議論がある。なお，マクロ組織論的な議論以外
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の３者は，近似（類似）性が強く，またマネジメント実践的な志向性も考えられる。
３. 課題：議論発展のために何が課題なのか
⑴阻害議論の意義
　阻害に関する議論の意義を考慮することが課題である。本論説で提示したのは，組織変革の阻害に
おける要因（何が），メカニズム（いつ，どのようにして発生・生起），除去（対応するのか）という３つ
のテーマに関連する議論である。
　これらをもう少し進めていくと，組織変革における阻害を論じる意義（なぜ議論するのか…阻害の
何が問題なのか。必然であるからか等）にいきつく。これは，例えば，阻害のない組織状態とは，と
いう疑問にも関連する（換言すると，人は阻害をどのようにして認知するのか，どのように認知して
いるのか等）。また，阻害が発生・生起している状態とは，誰が認知しているのか。組織内の人は誰
も同じように認知しているのか。第三者からの観察視点ではなく，現場では誰がどのように把握して
いるのか。それは個人，集団，組織内単位ではその認知レベルに差異があるのか。さらに，組織文化
論でも議論されたように阻害はマネジメントできるのか，どうかである（意図的，機能的にマネジメ
ントできるのか。これは，当然除去にも関連する）。
　また，そもそも論として，「阻害を生起させない，当初から阻害の生起を少なくしようとする，あ
るいは生起しないようにする（予防）」の視点から議論するのか，あるいは「阻害発生は必然的なので，
いつ生起しても良いように予測精度を上げて対応を常時考え，仮に生起しても最小限になるような手
立てを考慮する（予知・防御）」の視点から議論するのか，という課題もある。これは，例えば，地震
対策の議論（実践的対応法）としてある耐震（地震に耐えるように強固にする），制震（地震の一部エネ
ルギーを建物内などで相殺・吸収する），免震（地震から免れる。ダンパー，地盤改良などがある）の
議論にも似ている。
⑵促進要因
　促進要因を考慮することが課題である。従来，組織変革において阻害が発生することは必然的なこ
とであると考えられている。よって，上述したように阻害の要因・メカニズム・除去については数多
くの議論がある。
　また，いかに組織変革を円滑に推進していくのかという議論からすれば，その要点は，阻害を最小
にすることにある。その一方で，ある程度の阻害は，逆に円滑に推進するには必然と考え，そのため
のエネルギーにするという議論もある。
　同様に，阻害を組織レベルあるいは個人レベルで捉えるのかという問題，およびその対応を組織レ
ベルあるいは個人レべルで捉えるのかという問題もあり，マネジメント実践上の鍵になる。これは，
数多い従来の議論を概観すると，例えばマクロ組織論的な議論とミクロ組織論的な議論に大きな境界
があるのではなく，立場，視点，表現において異なることが多く，限定し，区分して考慮検討する必
要性は少ないと考えられる。
　その一方で，阻害要因と逆の効果をもつと考えられる組織変革の促進要因についてはほとんど議論
がない。われわれは，従来この点について調査（主にインタビュー調査）をすすめているが，阻害要因
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おける要因（何が），メカニズム（いつ，どのようにして発生・生起），除去（対応するのか）という３つ
のテーマに関連する議論である。
　これらをもう少し進めていくと，組織変革における阻害を論じる意義（なぜ議論するのか…阻害の
何が問題なのか。必然であるからか等）にいきつく。これは，例えば，阻害のない組織状態とは，と
いう疑問にも関連する（換言すると，人は阻害をどのようにして認知するのか，どのように認知して
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も同じように認知しているのか。第三者からの観察視点ではなく，現場では誰がどのように把握して
いるのか。それは個人，集団，組織内単位ではその認知レベルに差異があるのか。さらに，組織文化
論でも議論されたように阻害はマネジメントできるのか，どうかである（意図的，機能的にマネジメ
ントできるのか。これは，当然除去にも関連する）。
　また，そもそも論として，「阻害を生起させない，当初から阻害の生起を少なくしようとする，あ
るいは生起しないようにする（予防）」の視点から議論するのか，あるいは「阻害発生は必然的なので，
いつ生起しても良いように予測精度を上げて対応を常時考え，仮に生起しても最小限になるような手
立てを考慮する（予知・防御）」の視点から議論するのか，という課題もある。これは，例えば，地震
対策の議論（実践的対応法）としてある耐震（地震に耐えるように強固にする），制震（地震の一部エネ
ルギーを建物内などで相殺・吸収する），免震（地震から免れる。ダンパー，地盤改良などがある）の
議論にも似ている。
⑵促進要因
　促進要因を考慮することが課題である。従来，組織変革において阻害が発生することは必然的なこ
とであると考えられている。よって，上述したように阻害の要因・メカニズム・除去については数多
くの議論がある。
　また，いかに組織変革を円滑に推進していくのかという議論からすれば，その要点は，阻害を最小
にすることにある。その一方で，ある程度の阻害は，逆に円滑に推進するには必然と考え，そのため
のエネルギーにするという議論もある。
　同様に，阻害を組織レベルあるいは個人レベルで捉えるのかという問題，およびその対応を組織レ
ベルあるいは個人レべルで捉えるのかという問題もあり，マネジメント実践上の鍵になる。これは，
数多い従来の議論を概観すると，例えばマクロ組織論的な議論とミクロ組織論的な議論に大きな境界
があるのではなく，立場，視点，表現において異なることが多く，限定し，区分して考慮検討する必
要性は少ないと考えられる。
　その一方で，阻害要因と逆の効果をもつと考えられる組織変革の促進要因についてはほとんど議論
がない。われわれは，従来この点について調査（主にインタビュー調査）をすすめているが，阻害要因
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の反対表現が大半であり，独立した要因に関する議論はそれほどない。これは，マネジメント実践に
おいて，従来は促進要因を意図することなく，組織変革を円滑に推進させるために寄与する阻害要因
の把握やその除去手法の構築に意が注がれてきたことによる。つまり，阻害要因を除去さえすれば，
あるいは阻害の程度を低めれば，円滑に推進できると考えられてきたことによる。組織変革の促進要
因と呼べる要因があるのか，また，それをどのように操作するのか，あるいは阻害要因とはどのよう
な関係になるのかという点については，今後の議論，およびマネジメント実践上の大きな課題である。
　また，本論説の結びとして，以下では課題である組織変革における阻害から組織変革そのものの研
究課題を提示する。
⑴組織変革の合理性
　組織変革の合理性を考慮することが課題である。企業は，人（従業員）を対象に，意識や行動を変え
るためにだけ，行動を行い，施策活動を行うのではない。企業は，組織成果の向上を目的にいろいろ
な行動や施策活動を意図・計画的に行う。しかし，そこにおいて，その成果や実践度のさらなる向上
のためには，人の意識や行動変革が必然的に伴って考慮される必要がある。つまり，行動や施策活動
の一方向的な指示（命令）だけでは，予定したほどの成果向上や実践度向上が果たされないことがある
ということである。たしかに，人の意識や行動の変革が伴わなくても組織成果の向上が図れれば，大
きな問題はない。組織変革は，その一連の行動に見出される組織現象であり，一方向的な指示（情報
の流れ）だけでマネジメントできた，あるいはできると考えていた時代もあった。よって，組織変革
の合理性を考慮することは，マネジメントの合理性を考慮することでもある。
⑵測定方法
　測定方法を考慮することが課題である。この組織現象に関する測定次元の開発がそれほど進んでお
らず，定量的研究・調査は進んでいないのが現状である。事例研究，帰納的研究が多いが，今後，阻
害については，定量的研究を可能にする測定次元開発，および組織現象としての様相解明のための観
察やメカニズム・除去解明のために参加観察の検討も必要である。これは，時間のかかる質的な変化（現
象）を追跡することに起因する。一部，実務書にあるケーススタディ書や変革ヒストリー書（例：柴田，
1998）などはルポルタージュ（reportage）的，ジャーナリスティック的な知見を提供しているが，今後，
これらの方法をも検討する必要がある。
　測定尺度については，組織変革一般に関わる組織現象測定についての課題であると同じく，阻害に
ついても同様な課題がある。社会学の機能主義的な議論（Merton, 1957）から考慮すれば，組織現象と
しての測定次元の開発がある。従前よりこの提示（奥村，1978）はあるが，上述したように時間のかか
る組織現象であることがその進展をそれこそ阻害している。Kotter and Heskett（1992）は一つの組織変
革が終了するのに５〜 10年かかることを提示している。また，測定レベルが個人→集団→組織と広
範囲になればなるほど，正確な現象把握はますます困難になる。ミクロ組織論的な議論では，社会心
理学の測定尺度の応用が進んでいる。
⑶マネジメント実践への応用：いきすぎる実践的提言の多さ
　マネジメント実践の応用を考慮することが課題である。今日，議論の関心が，応用領域へやや偏重
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しており，さらにコンサルタント的議論の多さが現場の混乱をきたしているという矛盾がある。例え
ば，松田（2011）でも提示しているが，組織変革のプロセスモデルは多く提示されている。しかし，概
観するに，どのモデルでも一長一短あり，非常に細分化されて操作・応用性の難しそうなモデルか，
逆に単純すぎて操作・応用性の低いモデルもある。マネジメント実践性を向上させることは，重要な
観点ではあるが，その操作・応用性をどのようにして向上させるかについて再度検討する必要がある。
上述したように除去（方法）に関する議論も同様である。「従業員の参加による抵抗減少」が提示されて
いるが，マネジメント実践的には，さらにそれを具現化する施策と方法の提示が必要である。
注
14　松田（2011）では，従来の議論から判明している阻害要因の除去について，上述以外に次を提示している。
　①Burke（1982）の議論：従業員の参加的意思決定と参加的なコミュニケーションを図ることである。組織変革への参加
が感動を誘い，変革に対する抵抗をやわらげ，自分たちのものだという使命感を醸成させることによって人々を組織変
革に仕向けることができる。参加による行為が抵抗を減少させることは，Likert（1961）をはじめ多くの研究者が提示し
ている。
　②Schein（1980）の議論：人の脅威を解消し，心理的安心を創造することが必要である。過去の失敗を認めることによっ
て心の中に内在する脅威を減らし，心理的に安心感を作り出すことができる。
　　また，円滑な組織変革を推進するに際しての要点として次のことを提示している。
　①組織変革の核となる明確なビジョンを策定する。②施策プログラム設計とその施策を実施する段階において多様な形
で従業員をできるだけ参加させ，その組織変革を定着可能にする多様な施策を実施する。③組織変革の成果を検証する
ことを繰り返し行い，時間をある程度かけて組織の変化を客観的に把握できる時間と機会を設ける。その際には，その
検証の結果をできるだけ多様な媒体を使用して従業員にフィードバック（feedback）する。
15　この稲垣（2002）の批判は，「環境とは組織メンバーが認識あるいは解釈した環境であり，組織メンバーの存在から独
立した客観的なものではないが，Lawrence and Lorsch（1967）においてはこれが追究されていない」というものである（21
頁）。
16　Nadler, et al.（1995）は，組織変革のプロセスのマネジメントとして，さらに次の４つのステップを提示している。①
将来についての明確なイメージをつくり，それを伝えることである。②複数の，一貫性のあるテコ入れポイントを利用
することである。組織は，仕事，人間，公式組織，非公式組織という４つの構成要素から成り立っている。これらに変
革が必要となるのは，組織行動に重要かつ永続的な変化をもたらす必要があるからである。また，個人と社会との関係
をターゲットにした変革（トレーニングやグループ介入）を個別に行ったのでは，急速にその効果が衰えて長続きしない
という傾向がある（Porter, Lawer and Hackman, 1975）。これに対して，仕事と組織構造だけを変革した場合，力強く永続
的ではあるが，予想外の機能不全を招く場合もしばしばある（Lawler and Rhode, 1976）。③変換期用の特別処置に関わる
ことである。組織変革の状態は現在や将来の状態とは異なるので，この期間のマネジメントには，これにマッチする組
織構造が必要である（Beckhard and Harris, 1977）。そして，その組織構造には，次の４つの要素が含まれていることが理
想的である。具体的には，a）変換期管理マネジャー，b）予算，時間，スタッフなどの変換用の特別資源，c）運営委員会，
デザイン・チーム，変換期チーム，後方支援部隊などとの２本立て管理システムによる変換期特別構造，d）変換期計画
である。…最終の第４ステップは，④変換の効果をチェックし，追加の措置や行動を必要とする領域に関する情報を与
えるためのフィードバック・システムを考えることである（pp.54−59，邦訳67−73頁）。
　　また，Nadler, et al.（1995）は，反対する権力グループの対応法について次のように提示している。①明白な方法の１
つは参加させることである。従来，参加させることは組織変革への抵抗を和らげ，支援を得る手段と見なされてきた。
組織変革との関連が強くなるにつれて個人やグループは，他人から押し付けられた変革ではなく，自らの手で行う変革
と見なすようになる。しかし，参加させることが望ましいとはいえ，どのような場合でも適切で賢明な方法であるとは
限らない。場合によっては，反対する個人やグループの力を増幅させて，変革の妨げになるだけという場合もある。も
う１つの方法は，個人やグループと交換取引をすることである。…参加することにも交換取引にも応じない相手や，変
革に対して執拗に難癖をつける相手について，考えられる第３の方法は，彼・彼女らを孤立させることである（pp.59−
60，邦訳74−75頁）。
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しており，さらにコンサルタント的議論の多さが現場の混乱をきたしているという矛盾がある。例え
ば，松田（2011）でも提示しているが，組織変革のプロセスモデルは多く提示されている。しかし，概
観するに，どのモデルでも一長一短あり，非常に細分化されて操作・応用性の難しそうなモデルか，
逆に単純すぎて操作・応用性の低いモデルもある。マネジメント実践性を向上させることは，重要な
観点ではあるが，その操作・応用性をどのようにして向上させるかについて再度検討する必要がある。
上述したように除去（方法）に関する議論も同様である。「従業員の参加による抵抗減少」が提示されて
いるが，マネジメント実践的には，さらにそれを具現化する施策と方法の提示が必要である。
注
14　松田（2011）では，従来の議論から判明している阻害要因の除去について，上述以外に次を提示している。
　①Burke（1982）の議論：従業員の参加的意思決定と参加的なコミュニケーションを図ることである。組織変革への参加
が感動を誘い，変革に対する抵抗をやわらげ，自分たちのものだという使命感を醸成させることによって人々を組織変
革に仕向けることができる。参加による行為が抵抗を減少させることは，Likert（1961）をはじめ多くの研究者が提示し
ている。
　②Schein（1980）の議論：人の脅威を解消し，心理的安心を創造することが必要である。過去の失敗を認めることによっ
て心の中に内在する脅威を減らし，心理的に安心感を作り出すことができる。
　　また，円滑な組織変革を推進するに際しての要点として次のことを提示している。
　①組織変革の核となる明確なビジョンを策定する。②施策プログラム設計とその施策を実施する段階において多様な形
で従業員をできるだけ参加させ，その組織変革を定着可能にする多様な施策を実施する。③組織変革の成果を検証する
ことを繰り返し行い，時間をある程度かけて組織の変化を客観的に把握できる時間と機会を設ける。その際には，その
検証の結果をできるだけ多様な媒体を使用して従業員にフィードバック（feedback）する。
15　この稲垣（2002）の批判は，「環境とは組織メンバーが認識あるいは解釈した環境であり，組織メンバーの存在から独
立した客観的なものではないが，Lawrence and Lorsch（1967）においてはこれが追究されていない」というものである（21
頁）。
16　Nadler, et al.（1995）は，組織変革のプロセスのマネジメントとして，さらに次の４つのステップを提示している。①
将来についての明確なイメージをつくり，それを伝えることである。②複数の，一貫性のあるテコ入れポイントを利用
することである。組織は，仕事，人間，公式組織，非公式組織という４つの構成要素から成り立っている。これらに変
革が必要となるのは，組織行動に重要かつ永続的な変化をもたらす必要があるからである。また，個人と社会との関係
をターゲットにした変革（トレーニングやグループ介入）を個別に行ったのでは，急速にその効果が衰えて長続きしない
という傾向がある（Porter, Lawer and Hackman, 1975）。これに対して，仕事と組織構造だけを変革した場合，力強く永続
的ではあるが，予想外の機能不全を招く場合もしばしばある（Lawler and Rhode, 1976）。③変換期用の特別処置に関わる
ことである。組織変革の状態は現在や将来の状態とは異なるので，この期間のマネジメントには，これにマッチする組
織構造が必要である（Beckhard and Harris, 1977）。そして，その組織構造には，次の４つの要素が含まれていることが理
想的である。具体的には，a）変換期管理マネジャー，b）予算，時間，スタッフなどの変換用の特別資源，c）運営委員会，
デザイン・チーム，変換期チーム，後方支援部隊などとの２本立て管理システムによる変換期特別構造，d）変換期計画
である。…最終の第４ステップは，④変換の効果をチェックし，追加の措置や行動を必要とする領域に関する情報を与
えるためのフィードバック・システムを考えることである（pp.54−59，邦訳67−73頁）。
　　また，Nadler, et al.（1995）は，反対する権力グループの対応法について次のように提示している。①明白な方法の１
つは参加させることである。従来，参加させることは組織変革への抵抗を和らげ，支援を得る手段と見なされてきた。
組織変革との関連が強くなるにつれて個人やグループは，他人から押し付けられた変革ではなく，自らの手で行う変革
と見なすようになる。しかし，参加させることが望ましいとはいえ，どのような場合でも適切で賢明な方法であるとは
限らない。場合によっては，反対する個人やグループの力を増幅させて，変革の妨げになるだけという場合もある。も
う１つの方法は，個人やグループと交換取引をすることである。…参加することにも交換取引にも応じない相手や，変
革に対して執拗に難癖をつける相手について，考えられる第３の方法は，彼・彼女らを孤立させることである（pp.59−
60，邦訳74−75頁）。
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　②リーダーの行動を利用して変革を支援するエネルギーを生み出すことである。…リーダーだけができる特別なことは
いくつでもある。リーダーは，a）モデルになりうる，b）将来のビジョンを明確に表現するうえで，重要な役割を果たす，
c）カギを握る人間や特定タイプの行動に報いる際に重要な役割を果たす，d）政治的な影響力を行使し，必要な資源を与
えて支援することができる，e）障害を取り除き，公式発言によってはずみをつけることができる，f）非公式組織を通じ
て重要なシグナルを送ることができる（pp.61−62，邦訳76−77頁）。
　③熱意をかきたてるようなシンボルや言葉を使うことである（p.62，邦訳78頁）。
　④最後に，安定性を組み込むことである（p.63，邦訳79頁と81頁の図４．１参照）。
17　Burke, et al.（2000）は，ビジネス環境のモデル化の８原則（pp.8−11，邦訳10−13頁）の中で，なぜ多くの組織変革への努
力が失敗するのかについて，その理由が誤っているか，短期的な解決だけを図ろうとしている，いわば努力の少ない企
業が多いことを提示している（p.16，邦訳22頁）。そして，真の組織変革は２つのレベルで行われること，それが①構造
転換レベル（外部環境，リーダーシップ，ミッション，戦略，組織文化の創造，組織の原動力要因）と②業務処理レベル（組
織構造，マネジメント慣行，システム，従業員のモティベーションやニーズ，職務適合性，職場風土のような日常仕事
遂行の基礎要因）で行われることを提示している（pp.24−25，邦訳30頁と同31頁の図２－１を参照）。
　　また，Burke, et al.（2000）は，Goldman R. O.（former EVP of Natwest Bank）のケースでは，組織変革の真に対象とする従
業員の判別として，「従業員の賛同者（３分の１）はどのような組織変革の計画をも支持するので心配しなくてよい。反
対者（３分の１）は企業を去ったのも同然であるから心配しなくてよい。よって，重要なのは中間にいて，さらに情報や
感化されることを求めて残っている人 （々３分の１）に焦点を合わせること（pp.191−192，邦訳294頁）」を提示している。
　　なお，Burke（2008）では，Table 6.2で抵抗の様相とそれへの対応策が個人・集団・組織レベルごとに提示されている
（p.114）。
18　古川（1990）は，リーダーの意図的な逸脱行動として，①リーダ （ーとフォロワー）のクレジット，②イノベーターの体
験する孤独感を提示している。また，一貫した信念と行動を示す少数派成員の存在について，①少数者の一貫した行動
のもつインパクト，②集団変動の原動力，③マイノリティ効果（視野や議論を広げさせる）という着目点を提示している。
これらについて，実験室実験によって実証している（148−159頁：第４節）。
19　小林編（2004）では，さらに克服せねばならない抵抗としてFreudの提示する次の５種類を提示している。自我に属す
る抵抗としては，「①抑圧抵抗；反対充当による無意識に属さず，自我に属すもの。解釈・推測して患者に知らせれば，
抵抗だと認識し，引っ込む。②転移抵抗；抑圧抵抗から分離したもの。抑圧を目の前に再現させる働きをする。③その
他の抵抗；疾病利得から出る。満足や安心を放棄することに対する反抗」がある。また，無意識の抵抗としては，「④エ
スの抵抗；反復強迫の契機となる抵抗。⑤超自我の抵抗；罪の意識・処罰の要求に基づく。すべての効力にはむかい，
分析治療にも逆らう」がある（475頁）。
20　同じくKotter（2008）は，阻害の除去について，その要点を次のように提示している。「変革や飛躍を成功させるには，
相当数の社員が強い危機感をもたなければならない。それができないことが最大の失敗要因である（preface ⅶ，邦訳８
頁）。頭よりハートである（p.45，邦訳64頁）。心に訴え危機意識を高める効果的な戦術は，大きく分けて４つある。第１は，
内向きになった組織に外の世界の現実をインパクトの強い形で示すことである。…第２には，危機感を行動で示すこと
である。…第３は，危機を逆手にとって利用することである。…第４は，危機の存在や変革の必要性を否定し執拗に抵
抗する妨害者に立ち向かい，すみやかに退場させるか無力化することである。大きな組織の中には現状維持にこだわり，
「このままでいいのだ」と強固に主張する人間が必ずいる。新しい考えに対して，「とんでもない」「前例がない」「うまく
いくわけがない」「とにかくだめだ」が口癖の連中である（pp.58−61，邦訳77−79頁）。…ノーノーは筋金入りの変革否定論
者であり現状維持論者であって，辣腕の変革妨害屋なのである。そしてこのタイプは，「このままではいけない」という
声を封じ込めることができない場合でも，不安や怒りを煽り，無用の行動をそそのかして，組織の方向性を誤らせる術
に長けている（chap.7，邦訳第７章）。…頑固な否定論者に遭遇したとき，よくとられる対応策は２つある。だが残念な
がら，どちらともほとんど効果がない。その第１は，仲間に引き入れることである。…もうひとつのアプローチとして
考えられるのは，仲間外れにすることである（pp.148−159，邦訳176−189頁）。…変革否定論者がいたらどうすれば良い
のか。攻略法は３つある。第１は，こちらから邪魔者を邪魔してやり，何もできないようにすること。第２は，きっぱ
りと組織の外に追い払うこと。第３は，彼らの行動を白日のもとにさらし，周囲の圧力でやめさせることである（p.159，
邦訳189頁）」。
　　また，Kotter（2010）では，阻害の除去について数多いケース分析から，主にマネジャーや主導者がとる「６つの抵抗へ
の対処法」として，①教育とコミュニケーション，②参画と巻き込み，③援助と促進（潜在的抵抗を防ぐのに有効），④
交渉と合意，⑤操作と取り込み，⑥直接的な強制と間接的な強制を提示している（chap.3，邦訳第３章・126頁図表３－
１参照）。
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Survey of Studies in Hindrance(Resistance) to Organizational Change: 
Focus on its Factor, Mechanism, Elimination. (the second half)
Yoichi Matsuda
Abstract
　Organizational change is important topics in organizational behavior. This paper aims to survey of studies in 
hindrance(resistance) to organizational change. Especially, we focus on its factor, mechanism, and elimination.
And so, we suevey previous studies from viewpoint of ①macro organizational theory＇s arguments(Ma. O), ②
micro organizational theory＇s arguments(Mi. O), ③social psychology theory＇s arguments(S. P), ④consultant＇s 
suggestion(C. S).
　This paper＇s important points are as follows:
　①factor are various: organizational inertia, action, information＇ flow(Ma. O), loss, stress, trust, recognition, 
learning(Mi. O), resistance, worry, self-defense(S. P), failure and behavior(8 factors), restrictive functions in 
equilibrium(10 problems), barrier(C. S).
　②Mechanism are various: organizational inertia, action(Ma. O), loss and compusion, recognition(schema, conflict), 
organizational culture change(Mi. O), driving force and resistance force, influence and balance(S. P). damage, crisis 
andadherence(C. S).
　③Elimination: organizational inertia, adaptation and balance, restraint, adjustment(Ma. O), participation, reward 
system, vision(Mi. O), participation, job design, taking turns, persuasion(S. P), paticipation, commitment, many 
eliminated methods(C. S).
　Addtionaly, our problems are as follows;
　①significance of discussion and ②promotion factor in organizational change. And ③rationality, ④measuring 
method, ⑤practicing to management in organizational change.
